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導入する 

背景 

１．建築物の中高層化の進展  

産業構造の変化や土地利用の多様化、建築基準法の改正等により、これまで以上

に中高層建築物が増加し、区内の良好な街並みも変貌を余儀なくされつつあります。

２．地区計画制度による絶対高さ制限の課題 

これまで大田区の絶対高さ制限は、地区計画を基本として対応してきましたが、

街区単位での土地利用計画を前提とした「地区計画」では広域を対象として市街地

の環境を維持していくことは困難となっています。 

３．都市計画マスタープラン等における位置付け 

「大田区都市計画マスタープラン」(平成 23 年 3 月改訂)において、良好な街並

みの保全や市街地環境の改善を図るため、地域特性を踏まえた建物の高さのルール

づくりに向けた調査・研究の方針が示され、具体的な取り組みが求められています。

 

 

 

基本的な 

考 え 方 

 

(1)指定対象区域【表－１】 

原則として区内全域とします。ただし、上位計画等において建築物の高さに関する方

針や基準等が定められている場合は指定対象区域から除外します。 

(2)絶対高さ制限に係る指定値【表－２】 

標準的な建築計画において、高さ制限によって指定容積率が実現できないという事態

が生じないことを目安として、用途地域や指定容積率の指定区分ごとに「初期値」を算

出します。【用途地域別初期値一覧参照】 さらに「初期値」に対して、上位計画にお

ける位置づけや土地利用の実情等を踏まえ、補正を行って「指定値」を求めます。 

【用途地域別初期値一覧】  

用途 一中高 一中高 二中高 一住 二住 近商 準工 工業 一住 二住 準住 近商 準工 近商 商業 商業

容積率 150% 200% 300% 400% 500%

初期値 16ｍ 20ｍ 25ｍ 34ｍ 27ｍ 29ｍ 38ｍ 38ｍ 42ｍ
 

 上位計画等の位置づけや用途地域の指定状況等を勘案【P4】 
 

「指定値」（案）の設定（用途地域及び指定容積率の区分毎に設定）【P2】 

 

目  的 

住環境の悪化及び高さに伴う建築紛争を未然に防ぐため、それぞれの区域におい

て突出した高さの建築物を抑制することを目的として、高さ制限（絶対高さ制限）

を導入します。 

 

 

 

 

基本的な 

考 え 方 

高度地区導入イメージ 

導入前 導入後 

    

 

特例措置 

高度地区の導入により、当該区域内において建築物を建築する際、建築物の高さ

は、高度地区において定める「指定値」以下の高さに制限されます。 

ただし、土地利用の状況等によっては、一律に高さ制限を導入することが適切でない

場合も想定されるため、(1)既存不適格建築物の建替え、(2)地区計画等の区域内の建

築物、(3)優良な建築計画、(4)区長の許可に対して、一定の要件を満たす場合には、

絶対高さ制限を定める高度地区の指定値は適用しないなど、弾力的な運用について定

めます。 

 

その他 

（地区計画によ
る高さ制限）

大田区では、原則として区内全域を対象として絶対高さを定める高度地区を導入し

ます。 

一方、都市計画マスタープランなどの上位計画と整合したまちづくりルールとして

「地区計画」を定めることにより、建築物の絶対高さ制限（指定値）によらず、建築

物の高さを定めることもできます。 

①斜線制限型 

高度地区 

①斜線制限型 

高度地区 

②絶対高さ制限を 

定める高度地区 

③絶対高さ・斜線制限 

併用型高度地区 

 

 

 

スケジュール 

平成２５年度 平成２６年度（都市計画素案の作成） 平成２７年度（決定・告示） 

   

東京都市計画高度地区の変更（大田区決定）に係る第一次素案について 

決
定
・
告
示

第
１
回
有
識
者
委
員
会

6/25

第
２
回
有
識
者
委
員
会

8/28

第
３
回
有
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者
委
員
会

10/29 
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４
回
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者
委
員
会

1/17

第
５
回
有
識
者
委
員
会

7/2

第
６
回
有
識
者
委
員
会

7/23

基
本
的
な
方
針
の
決
定

2/20

説
明
会
・
パ
ブ
コ
メ

12/1～12/20 
第
151
回
都
市
計
画
審
議
会
（報
告
） 

7/3

第
152
回
都
市
計
画
審
議
会
（報
告
） 

11/12 

第
－
次
素
案
の
作
成

第
154
回
都
市
計
画
審
議
会
（諮
問
） 

説
明
会
・
パ
ブ
コ
メ 

第
二
次
素
案
の
作
成

都
市
計
画
審
議
会 

説
明
会
・
パ
ブ
コ
メ 

都
市
計
画
審
議
会 

第
153
回
都
市
計
画
審
議
会
（諮
問
） 

2/13

補正 

建築できる範囲 建築できる範囲

▼絶対高さ制限

真北方向 

真北方向

真北方向

▼絶対高さ制限 

建築できる範囲 建築できる範囲

8/26

※スケジュールについては現時点のものであり、検討状況等により変更する場合もあります。
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１.指定対象区域 

絶対高さ制限を定める高度地区の指定対象区域は、原則として区内全域とする。 

ただし、土地の高度利用が必要な地域や、既に建築物の高さの限度（絶対高さ）が１０ｍに指定されて

いる低層住居専用地域など、上位計画又は関連計画、関連法令等において建築物の高さに関する方針

や基準等が示されている場合には、原則として指定対象区域から除外する。 

 

指定対象区域（白）及び除外する区域（黄緑・桃）の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

除外する区域（表-1）  【詳細な区域図は 3 ページ参照】 

対応番号 除外する区域 備考 

① 第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域 上記の用途地域全域 

② 
「大田区都市計画マスタープラン（平成 23 年 3 月）」等で『中心拠点』として

の位置付けのある区域及び高度利用地区 

蒲田駅周辺及び大森駅周辺の商業地域

等 

③ 空港臨海部（埋立島部）及び工業専用地域 

平和島、昭和島、東海、京浜島、城南島

及び羽田旭町、東糀谷 4 丁目～6 丁目、

大森南 4 丁目各々の一部、羽田空港 

④ 第一種住居地域及び準工業地域のうち高度地区の指定が無い区域 大森東 1 丁目、3 丁目の各々の一部 

⑤ 準工業地域のうち高度地区の指定が無い区域 東糀谷 6 丁目の一部 

⑥ 工業地域 
多摩川沿いの下丸子 2 丁目、3 丁目、4

丁目各々の一部 

 

２.絶対高さ制限に係る指定値 

用途地域等の区分による絶対高さ指定値（案）（表-2） 

№ 用途地域 
建ぺい率

(%) 

容積率 

(%) 

斜線型 

高度地区  

絶対高さ 

初期値(m) 

絶対高さ

指定値(m)

想定される

階数(参考)

指定面積(ha)

計 2683.6ha

1 

第一種中高層住居専用地域

60 150 第 1 種 16 ＝ 16 5 階 44.3 (1.65%)

2 

60 200 
第 1 種 20 ⇒ 

16 5 階 8.0 (0.30%)

3 20 6～7 階 2.2 (0.08%)

4 第 2 種 20 ＝ 20 6～7 階 320.0(11.92%)

5 第二種中高層住居専用地域 60 200 第 2 種 20 ＝ 20 6～7 階 18.6 (0.69%)

6 

第一種住居地域 

60 200 第 2 種 20 ⇒ 
16 5 階 16.0 (0.60%)

7 20 6～7 階 613.2(22.85%)

8 
60 300 第 3 種 27 ⇒ 

27 8～9 階 127.0 (4.73%)

9 30 9～10 階 1.2 (0.04%)

10
第二種住居地域 

60 200 第 2 種 20 ＝ 20 6～7 階 5.9 (0.22%)

11 60 300 第 3 種 27 ＝ 27 8～9 階 12.5 (0.47%)

12

準住居地域 60 300 

第 2 種 27 ⇒ 30 9～10 階 0.2 (0.01%)

13
第 3 種 27 ⇒ 

27 8～9 階 7.2 (0.27%)

14 30 9～10 階 77.9 (2.90%)

15

近隣商業地域 

80 200 第 2 種 20 ⇒ 
16 5 階 8.7 (0.32%)

16 20 6～7 階 21.3 (0.79%)

17

80 300 

第 2 種 29 ⇒ 
25 8 階 1.3 (0.05%)

18 27 8～9 階 0.2 (0.01%)

19

第 3 種 29 ⇒ 

25 8 階 4.1 (0.15%)

20 27 8～9 階 6.6 (0.25%)

21 30 9～10 階 286.7(10.68%)

22 80 400 － 38 ＝ 38 12～13 階 45.3 (1.69%)

23

商業地域※1 
80 400 

第 3 種 38 ＝ 38 12～13 階 3.5 (0.13%)

24 － 38 ＝ 38 12～13 階 18.9 (0.70%)

25 80 500 － 42 ＝ 42 14 階 54.7 (2.04%)

26

準工業地域※2 

60 200 第 2 種 25 ＝ 25 8 階 756.0(28.17%)

27

60 300 

第 2 種 38 ⇒ 30 9～10 階 3.3 (0.12%)

28
第 3 種 38 ⇒ 

30 9～10 階 84.5 (3.15%)

29 38 12～13 階 1.4 (0.05%)

30 工業地域 60 200 － 34 ＝ 34 11～12 階 132.9 (4.95%)

※：表中の絶対高さ指定値欄の赤帯部分は補正を行った結果、一部地域において初期値と異なる指定値を採用したもの。 

 

※1：池上通り沿道の商業地域（容積率 400％） 指定値：38ｍ 

当該地域は沿道の一部が第一種低層住居専用地域に接しており、用途地域間で高さの較差が 28ｍと大

きいことから、住環境の影響を精査したうえで判断します。 

※2：特別工業地区（準工業地域の一部を指定）（容積率 200％） 指定値：25ｍ 

特別工業地区に指定されている地域については、住工調和及び土地利用の状況を踏まえて判断します。 

② 

④ 

⑤ 

③

② 

②

⑥ 

① 

検討事項
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指定対象区域から除外する区域（表-3） 

②「大田区都市計画マスタープラン（平成 23 年 3 月）」等で『中心拠点』としての位置付けのある区域及び高度利用地区  凡 例 

蒲田駅周辺地区 大森駅周辺地区 糀谷駅周辺地区   

     

大田区における主要な鉄道駅である JR 蒲田駅及び大森駅周辺の商業地域については、「大田区都市計画マスタープラン」等において『中心拠点』に位置付けられている。 
当該拠点として交通の主要な結節機能を有し、商業業務や情報など都市の多様なサービス機能の維持・集積を図る地域として、高層利用を主体とした賑わいのある土地利用への

誘導が求められているため。 

市街地再開発事業の事業決定を受け、土
地の高度利用に向けて都市機能の更新が予
定されている地域であるため。 

  

④第一種住居地域及び準工業地域のうち現在高度地区の指定が無い区域 ⑤準工業地域のうち現在高度地区の指定が無い区域 ⑥工業地域 

     

当該区域は、工場跡地において周辺の住環境に配慮して学校、都営住宅、公園などの
一定規模以上の公共系建築物が計画的に配置された区域である。 

また、西側の住環境に対する配慮を要する市街地は、隣接して小学校、公園の敷地とな
っており、当該小学校の建替えに伴う建築物の高さによる周辺の影響は少ないものと考え
られるため。 

当該区域は、学校、都営住宅、ポンプ所など、一定規模以上の敷地から成る既成開発
区域である。 

また、周辺は河川や高度地区の指定がない工業専用地域であり、住環境に対する配慮
が求められる住居系用途地域とは接していないため。 

当該区域は、多摩川スーパー堤防整備事業や大規模工場の移転などを契機として、平
成 15 年前後に相次いで高層の大規模集団住宅の建設が進んだエリアであり、かつ、用途
地域の指定状況に基づき絶対高さ制限を導入した場合、過半の物件が指定値を超える。 

また、既に第 3 種高度が指定され、隣接する北側エリアに対する一定の配慮も行われて
いるため。 

環状 8号線

蒲田駅

京急蒲田駅 

第一京浜

大森駅

池上通り 

第一京浜

環状 8号線

糀谷駅

平和島駅

第一京浜

ふるさとの浜辺公園

環状 7号線

海老取川

環状 8号線

多摩川

ガス橋

下丸子駅

環状 8号線

：除外する区域を示す。 ：一般拠点地区を示す。



       4 

⇔中原街道

⇔

池

上

通

り
⇔

第

一

京

浜

環

８

⇔ 

産

業

道

路

⇔

第

一

京

浜

⇔

環

７

⇔ 

① 

⑦

⑧

⑤

②

⑫
⑪ 

⑨ 
⑬ 

⑱ ⑰

⑮⑯

③ 

⑩ 

④ 

⑭

⑥

⇔

第

二

京

浜

多摩堤通り⇔ 

個々の地域の状況に応じて補正する地域 

：補正する地域を示す。 

⑲：幹線道路沿道（第一・第二京浜、環七・八、中原街道、産業道路等）や補助幹線道路（池上通

通り等の都市計画道路網）の路線型に指定されている容積率 300％の地域等 

⑳：近隣商業地域、容積率３００％に指定された地域 

：絶対高さの導入を除外する地域を示す。（一、二低を除く） 

 補正する地域（表-4） 

No 場所 用途容積 初期値 指定値 

1 北千束 3、南千束 2 丁目 一中 200% 20 ⇒ 16 

2 上池台 1、4 丁目 〃 〃 ⇒ 〃 

3 東雪谷 1、2 丁目 〃 〃 ⇒ 〃 

4 久が原 2、3、4 丁目 〃 〃 ⇒ 〃 

5 南馬込 3、4 丁目 一住 200% 20 ⇒ 16 

6 南馬込 1、2 丁目 〃 〃 ⇒ 〃 

7 山王 1 丁目 近商 200% 20 ⇒ 16 

8 南馬込 1、5 丁目等 〃 〃 ⇒ 〃 

9 千鳥 1、3 丁目等 〃 〃 ⇒ 〃 

10 東雪谷 1、3 丁目等 〃 〃 ⇒ 〃 

11 北千束 1 丁目 近商 300% 29 ⇒ 25 

12 北千束 1、2 丁目 〃 〃 ⇒ 27 

13 千鳥 1 丁目 〃 〃 ⇒ 25 

14 山王 1、2 丁目 〃 〃 ⇒ 27 

15 大森西 5 丁目 準工 300% 38 ⇒ 30 

16 大森西 7、蒲田 1 丁目 〃 〃 ⇒ 〃 

17 大森北 5、6 丁目 〃 〃 ⇒ 〃 

18 池上 1、2 丁目 一住 200% 20 ⇒ 16 

19 幹線､補助幹線道路の 一住 300% 27   

 路線型に指定されて 準住 300% 27 ⇒ 30 

 いる地域 近商 300% 29   

  準工 300% 38   

20 上記を除く近商、容積率300％

に指定されている地域 
近商 300% 29 ⇒ 30 
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既存の斜線規制型高度地区と絶対高さの指定値（案）との組み合わせは、次の通りとなります。（表-5） 

容積率  用途地域  現 行    指定値(案)との組み合わせ(ｲﾒｰｼﾞ) 

 

    【斜線＋絶対高さ 10m】 
⇦真北方向  

継続 

  【斜線＋絶対高さ 10m】 
⇦真北方向 

150%    第
一
種
高
度
地
区 

【斜線】 
⇦真北方向  

絶対高さ 
の追加 

 絶
対
高
さ

16
ｍ 

【斜線＋絶対高さ 16m、20m】 
⇦真北方向 

200% 

      

      
絶
対
高
さ

20
ｍ 

 

   

第
二
種
高
度
地
区 

【斜線】 
⇦真北方向  

絶対高さ 
の追加 

 
絶
対
高
さ

16
ｍ

【斜線＋絶対高さ 16m、20m、25m、27m、30m】 
⇦真北方向 

      
絶
対
高
さ

20
ｍ

 

      絶
対
高
さ

25
ｍ

 

300% 

      

      
絶
対
高
さ

27
ｍ

 

      
絶
対
高
さ

30
ｍ

 

   

第
三
種
高
度
地
区 

【斜線】 
⇦真北方向  

絶対高さ 
の追加 

 
絶
対
高
さ

25
ｍ

【斜線＋絶対高さ 25m、27m、30m、38m】 
⇦真北方向 

      
絶
対
高
さ

27
ｍ

 

      
絶
対
高
さ

30
ｍ

 

      絶
対
高
さ

38
ｍ

 

400%       

200% 
   

指定無し 

 

絶対高さ 
の追加 

 
絶
対
高
さ

34
ｍ

【絶対高さ 34m、38m、42m】 
⇦真北方向 

400% 
     

絶
対
高
さ

38
ｍ

 

500% 
     

絶
対
高
さ

42
ｍ 

 

     継続   指定無し 

【参考】大田区における絶対高さの指定値種別と他区との比較（表-6） 

区  名 新宿区 文京区 墨田区 品川区 目黒区 世田谷区 渋谷区 練馬区 大田区 想定階数
施行年度 H18 H26 H22  H20 H16 H20 H20  

絶
対
高
さ
指
定
値 

14m  ○        4 階 

16m       ○  ○ 5 階 

17m  ○ ○  ○   ○  

20m ○    ○  ○ ○ ○ 6 階 

22m  ○ ○       7 階 

23m          

24m  ○        

25m        ○ ○ 8 階 

27m         ○ 

28m   ○       9 階 

30m ○    ○ ○ ○ ○ ○ 

31m  ○        10 階 

34m         ○ 11 階 

35m  ○ ○     ○  

38m         ○ 12 階 

39m  ○        

40m ○    ○  ○   13 階 

42m         ○ 14 階 

45m  ○    ○    15 階 

46m  ○        

50m ○    ○  ○   16 階 

60m ○ ○   ○  ○   19 階 

70m  ○        23 階 

種別数計 5種 11 種 4 種 3 種 6 種 2 種 6 種 5 種 8 種  

ス
ポ
ッ
ト
指
定

（
大
田
区
と
接
す
る
地
域
に
指
定
な
し
）

10m

12m

13m

工業地域（下丸子）は第三種高度地区の指定 

二
中 

二
住 

一
住 

近
商 

一
低 

二
低 

一
中 

準
工

準
住 

近
商 

準
工 

商
業

一
住 

工
業 

近
商 

商
業 

一
住 

工
専 

準
工 

工
業 

二
住 

準
工 

近
商 

商
業 

0.6
1 (絶対高さ) 

▲ 敷地境界線 

5m 10m 

▲ 敷地境界線

0.6
1

5m

▲ 敷地境界線 

0.6
1

1.25

1

10m

 5m

8m

▲ 敷地境界線

0.6
1

1.25
1

10m

10m

8m 

0.6
1 (絶対高さ)

▲ 敷地境界線

5m 10m

▲ 敷地境界線

(絶対高さ)

0.6
1

5m

20m
16m

(絶対高さ)

▲ 敷地境界線 

0.6
1

1.25

1

10m

10m

8m 

27m
25m

30m
38m

(絶対高さ)

34m
38m

42m

1

1.25

(絶対高さ)

▲ 敷地境界線 

0.6
1

10m

 5m

8m

16m
20m

25m
27m

30m
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高度地区の導入を予定しているエリアについて、中高層建築物の棟数分布状況を指定容積率及び用途地域の区分に応じて表-7 のとおり

分類しました。 

なお、表中に掲げる棟数は累計値であり、当該階以上の建築物も含んでいます。 

【例】150％・一中の４階欄に 34 棟とあるのは、４階以上の建築物は 34 棟あり、４階の建築物は 23 棟（＝34-11）となります。 

絶対高さの指定値を超える建築物の状況を把握するため、「指定値」に対応した階数を赤線、一部地域については補正を行うこととし青線と
して表示するとともに、表の欄外には参考として建築物の高さを目安として表示しました。 

赤字部分に示す通り、指定値を超える建築物は、導入を予定している全区域で発生しています。発生棟数を分析すると、割合は概ね 5％未
満となっています。 

また、発生している建築物の建物用途については、右表（表-8）に示すように、そのほとんどが集合住宅(93.4％)となっています。 

表-8 指定値を超える建築物の建物用途別状況 

 

 

 

 

 

 

 

第一種、第二種低層住居専用地域を除く 

 

 
階数

容積 用途 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

150 一中 34 11 3 2 1
% 44.3ha 100.00% 32.35% 8.82% 5.88% 2.94%

200 一中 632 248 99 57 29 17 10 5 3 2

% 322.2ha 100.00% 39.24% 15.66% 9.02% 4.59% 2.69% 1.58% 0.79% 0.47% 0.32%

一中(補) 17 4
8.0ha 100.00% 23.53%

二中 52 25 10 6 2 1
18.6ha 100.00% 48.08% 19.23% 11.54% 3.85% 1.92%

一住 913 336 140 81 44 31 24 19 17 15 12 3 2 1
613.2ha 100.00% 36.80% 15.33% 8.87% 4.82% 3.40% 2.63% 2.08% 1.86% 1.64% 1.31% 0.33% 0.22% 0.110%

一住(補) 24 9 1

16.0ha 100.00% 37.50% 4.17%

二住 24 15 6 4 1

5.9ha 100.00% 62.50% 25.00% 16.67% 4.17%

近商 95 25 13 8 2
21.3ha 100.00% 26.32% 13.68% 8.42% 2.11%

近商(補) 10 3 1
8.7ha 100.00% 30.00% 10.00%

準工 1,535 720 341 197 116 79 60 30 20 12 10 1
756.0ha 100.00% 46.91% 22.21% 12.83% 7.56% 5.15% 3.91% 1.95% 1.30% 0.78% 0.65% 0.065%

工業 274 163 122 87 71 56 41 31 14 10 5 1
132.9ha 100.00% 59.49% 44.53% 31.75% 25.91% 20.44% 14.96% 11.31% 5.11% 3.65% 1.82% 0.36%

300 一住 316 124 65 31 15 8 5 2 1

% 127.0ha 100.00% 39.24% 20.57% 9.81% 4.75% 2.53% 1.58% 0.63% 0.32%

一住(補) 5 2 1
1.2ha 100.00% 40.00% 20.00%

二住 27 18 7 6 4 2 1
12.5ha 100.00% 66.67% 25.93% 22.22% 14.81% 7.41% 3.70%

準住 47 33 19 12 6 2 1
7.2ha 100.00% 70.21% 40.43% 25.53% 12.77% 4.26% 2.13%

準住(補) 388 254 172 107 62 37 23 11 2 1
78.1ha 100.00% 65.46% 44.33% 27.58% 15.98% 9.54% 5.93% 2.84% 0.52% 0.26%

近商(補) 1,598 695 338 189 87 44 21 12 8 2 1
286.7ha 100.00% 43.49% 21.15% 11.83% 5.44% 2.75% 1.31% 0.75% 0.50% 0.13% 0.06%

近商(補) 55 12 4 3 2

5.4ha 100.00% 21.82% 7.27% 5.45% 3.64%

近商(補) 59 34 16 10 7 5 3
6.8ha 100.00% 57.63% 27.12% 16.95% 11.86% 8.47% 5.08%

(面) 準工(補) 82 42 22 18 15 8 6 5 3
29.1ha 100.00% 51.22% 26.83% 21.95% 18.29% 9.76% 7.32% 6.10% 3.66%

(沿道) 準工(補) 169 108 68 48 32 21 18 12 8 5 1
58.7ha 100.00% 63.91% 40.24% 28.40% 18.93% 12.43% 10.65% 7.10% 4.73% 2.96% 0.59%

(沿道) 準工 3 3 3 2 2 1
1.4ha 100.00% 100.00% 100.00% 66.67% 66.67% 33.33%

400 近商 332 222 157 119 88 65 49 34 21 12 10 6 1

% 45.3ha 100.00% 66.87% 47.29% 35.84% 26.51% 19.58% 14.76% 10.24% 6.33% 3.61% 3.01% 1.81% 0.30%

商業 128 71 49 36 28 22 14 6 4 3 1
22.4ha 100.00% 55.47% 38.28% 28.13% 21.88% 17.19% 10.94% 4.69% 3.13% 2.34% 0.78%

500 商業 416 323 258 234 197 158 131 96 66 51 28 10 2 1
% 54.7ha 100.00% 77.64% 62.02% 56.25% 47.36% 37.98% 31.49% 23.08% 15.87% 12.26% 6.73% 2.40% 0.48% 0.24%

合計 棟数 7,235 3,500 1,914 1,258 811 561 408 266 168 120 79 26 9 8 6 5 4 3 3 3 2 2
2,683.6ha 100.00% 48.38% 26.45% 17.39% 11.21% 7.75% 5.64% 3.68% 2.32% 1.66% 1.09% 0.36% 0.12% 0.11% 0.08% 0.07% 0.06% 0.04% 0.04% 0.04% 0.03% 0.03%

中層建築物 高層建築物 超高層建築物

赤線：指定値の高さ区分 

高さの換算値⇒ 16m 22m 25m 31m 40m 42m36m28m 19m 33m 

建物用途 棟数 割合

教育文化施設 8 3.3%

厚生医療施設 3 1.2%

事務所建築物 4 1.6%

住商併用建物 0 0.0%

宿泊・遊興施設 1 0.4%

集合住宅 227 93.4%

専用工場 0 0.0%

合計 243 100.0%

表-7 指定容積率別用途地域別の指定値を超える建築物棟数の状況（累計）【中層以上】 

ピンク線：初期値の高さ区分

青線：補正による高さ区分（一部区域）

27ｍ 

20ｍ 

34ｍ

38ｍ

（初期値と指定値が異なる地域）

※地区内最高階数、中高層化率は平成 23 年度土地利用現況調査を基にしています。

27m 20m 38m34m 30m 

30ｍ 
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特例措置 

【特例的な運用の必要性】 

絶対高さを定める高度地区が指定された区域内では、建築物の高さは原則として指定値の範

囲内に制限されることにより、地域において突出した高さの建築物は抑制され住環境の悪化を

防止します。 

しかしながら、土地利用の状況等によっては、高度地区により建築物の高さを一律に規制す

ることは適切でない場合も想定されます。 

高度地区の指定により既存不適格となる建築物に関しては、これまでの床面積を確保できな

くなり、建替えの支障となる場合もあります。 

一方、大規模な敷地において十分な隣棟間隔や空地が確保された集団住宅など、周辺の市街

地環境の向上に資する建築物については、ある程度高さを緩和することも考えられます。 

また、地区計画等において、建築物の高さの最高限度が定められている区域または新たに建

築物の最高限度を定めた区域については、地域のまちづくりルールである地区計画等において

定める高さを優先することが適切といえます。 

その他、公益上やむを得ないと認め、かつ良好な市街地環境の形成に資すると認められる建

築物等についても、個別の検討が必要と考えています。 

 

【１】指定方針 

次の①から④に掲げる事由に該当する場合、絶対高さ制限を定める高度地区の指定値は適用

せず、それぞれ当該事由に定めるところによるものとします。 

指定方針 

① 既存不適格建築物 

・絶対高さ制限を定める高度地区の導入により既存不適格建築物となった分譲共同住宅等の

建替えについて、その建替えに係る一定の基準を満たすものは、1 回に限り、現在の高さ

を上限として建替えを認めるものとする。 

② 地区計画等の区域内の特例 

・地区計画、特定街区等、特定地区を対象とした詳細型の都市計画に建築物の高さに関する

最高限度が定められており、又は新たに定められた場合には、その高さの最高限度を絶対

高さの制限の値として読み替える。 

③ 優良な建築計画に対する特例 

・敷地内に緑地の整備や建築物の壁面後退など一定の条件を満たすことにより、周辺の市街

地環境の向上に貢献する建築計画について、絶対高さ制限を緩和することを認める。 

④ 区長の許可による特例 

・公益上やむを得ないと認め、かつ良好な市街地環境の形成に資すると認められる建築物、

又は周囲の状況等により環境上支障がないと認められる建築物で、区長が特に許可したも

のについては、当該建築物に係る絶対高さ制限においてその高さを算定するときに限り、

この規定を適用しないことができるものとする。 

 

※特例措置による認定又は許可は裁量を伴うことから、具体的な要件や手続き、第三者機関等の

関与ついては、さらに検討していきます。 

 

【２】各種基準等 

 

絶対高さの規制による高度地区の指定は、長期的には、建築物の高さは絶対高さに以下に

誘導していくためのものです。しかし、建替え時に住民間の合意形成が困難である分譲共同

住宅を中心にした既存の建築物については、一定の配慮が必要です。 

【要件】 

・建て替え後の建築物の敷地面積が、現に存する建築物の敷地面積を下回らないこと。ただし、公

共事業の施行等により変更が生じた場合は、この限りでない。 

・建替え後の建築物の絶対高さ制限を超える建築物の部分の形状及び規模が、現に存する建築物の

絶対高さ制限を超える建築物の部分の形状及び規模と同程度であること。 

・建替え後の建築物の高さが、現に存する建築物の高さを超えないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画は、個別の地区において詳細に検討され、都市計画決定手続きを経て定められる

ものです。この地区計画で定める高さ制限のルールを優先するため、絶対高さ規制について

特例を設けていきます。 

・地区計画等により建築物の高さの最高限度が定められている区域（または、今後新たに定める区

域）については、絶対高さを定める高度地区の指定値と読み替えて適用するものとします。 

  

① 既存不適格建築物  

② 地区計画等の区域内の特例  

既存不適格建築物の建替えの特例（イメージ） 

Ｈ１：建替え前の建築物の高さ 
Ｈ２：特例を用いた建替え後の建築物の高さ

1回の建替え
に限る 

現敷地面積を下回ら
ないこと 

絶対高さ制限を超える建築物の
部分の形状及び規模が、現建築物
と同程度 

Ｈ２≦Ｈ１ 
(高さを超えない)20ｍ 

▼指定値 ▼指定値

20ｍ

Ｈ１ 

地区計画等の区域内の特例（イメージ）

地区計画等において建築物の
高さの最高限度を定めた場合 

通常

20ｍに定
めた場合

20ｍ

7ｍ 建築できなくなる 

27ｍ

▼指定値

検討事項 
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一定規模以上を有する敷地において、緑地の整備や建築物の壁面後退など、周辺の市街地環

境の向上に貢献する内容を含む建築計画については、特例的な運用により絶対高さを緩和する

ことが必要と考えます。 

【要件】 

表-9 緩和する敷地規模の値 

用途地域 敷地規模の値 

住居系用途地域 3,000 ㎡以上 

商業系用途地域 2,000 ㎡以上 

工業系用途地域 
準工業地域 3,000 ㎡以上 

工業地域 5,000 ㎡以上 

周辺の市街地環境に対して以下の要件がすべて満たされており、かつ、総合的に見て支障がないこと。 

項目 要件 備考(参考条例、要綱等) 

上位関連計画と

の整合 

上位関連計画と整合する建築計画であること。 都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 

大田区景観計画 

整形な敷地 原則として、四角形又はそれと近似する形状とするなど、整形なものであること。 大田区総合設計 

許可要綱 

一定幅員以上の

道路への接道 

幅員 8ｍ以上(商業系・工業地域)、6ｍ以上(その他) 

敷地周長のおおむね 6 分の 1 が接道していること 

大田区総合設計 

許可要綱 

緑地の整備 大田区みどりの条例に基づく地上部の緑化係数を 0.4 とする。 

例：緑化基準面積=敷地面積×(100－建ぺい率)×1/100×緑化係数 

敷地面積=3,000 ㎡・建ぺい率=80%の場合 ： 緑化基準面積=240 ㎡以上 

大田区みどりの条例 

壁面の後退 隣地境界線からの離隔 

⇒建築物の高さの平方根の２分の 1 に 2ｍを加えた距離以上 

例：高さ 25m の場合、隣地境界線からの距離=4.5m(=√25÷2+2) 

道路境界線からの離隔 

⇒建築物の高さの平方根の２分の 1 に 3ｍを加えた距離以上 

例：高さ 25m の場合、道路境界線からの距離=5.5m(=√25÷2+3) 

大田区総合設計 

許可要綱 

表-10 建築物の絶対高さ制限の範囲 

敷地規模の値 絶対高さ制限の範囲 

2,000 ㎡以上～3,000 ㎡未満 絶対高さ制限の「1.2 倍」に相当する高さ 

3,000 ㎡以上～5,000 ㎡未満 絶対高さ制限の「1.5 倍」に相当する高さ 

5,000 ㎡以上～10,000 ㎡未満 絶対高さ制限の「1.7 倍」に相当する高さ 

10,000 ㎡以上 絶対高さ制限の「2.0 倍」に相当する高さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に該当する建築物（絶対高さ制限を超えない建築物は除く。）で区長が特に許可したものにつ

いては、当該建築物に係る絶対高さ制限においてその高さを算定するときに限り、この規定

を適用しないことができることとします。 

【要件】 

公益上やむを得ないと認め、かつ良好な市街地環境の形成に資すると認められる建築物、又は周囲

の状況等により環境上支障がないと認められる建築物。 

③ 優良な建築計画に対する特例  ④ 区長の許可による特例  

優良な建築計画に対する特例（イメージ） 

▼指定値 

20ｍ 

一定規模を 
有する敷地 

▼指定値 

20ｍ

壁面の後退 

環境に対して一定の配慮を要する 

整形な敷地 

緑地の整備

一定幅員以上の
道路への接道 

壁面の後退

表-10 に掲げる基準
の範囲内で建設可 


